
Ｎｏ 推奨事業メニュー 交付対象事業の名称

事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)

①目的・効果

②交付金を充当する経費内容

③積算根拠（対象数、単価等）

④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

事業始期 事業終期

1

①食料品の物価高騰に対す

る特別加算

③物価高騰に伴う子育て世

帯支援

小学校給食費無償化事業

（市独自支援分）

①急激に価格が高騰している給食食材等を踏まえ、国が実施する小学校給食

費無償化事業から超過する保護者負担分を、保護者等の負担軽減を図るため

支援

②負担金（教職員は除く）

③4,538人×（315円×205日-県補助金 5,200円×11か月）×188日÷205日

④児童、保護者

R8.4 R9.3

2

①食料品の物価高騰に対す

る特別加算

③物価高騰に伴う子育て世

帯支援

幼稚園・中学校給食食材

高騰支援事業

①急激に価格が高騰している給食食材等に対し、これまで通りの栄養バラン

スや量を保った学校給食を提供し、かつ、保護者等の負担軽減を図るため、

１食当たり10～15円相当を支援

②負担金（教職員は除く）

③園児（186人×10円×175日）＋生徒（2,559人×15円×188日）

④園児、生徒、保護者

R8.4 R9.3

3

①食料品の物価高騰に対す

る特別加算

③物価高騰に伴う子育て世

帯支援

公立保育園給食支援事業

①急激に価格が高騰している給食食材等に対し、これまで通りの栄養バラン

スや量を保った給食を提供し、かつ、保護者等の負担軽減を図るため、１食

当たり28.6円相当を支援

②高騰した食材料費、補助金（職員は除く）

③1食28.6円×1,073人×22日×12か月＝8,102千円

④園児、保護者、指定管理者

R8.4 R9.3

4
③物価高騰に伴う子育て世

帯支援
高校就学準備等支援事業

①物価高騰等に直面する子育て世帯における高校進学段階の経済的負担の軽

減を図るため、支援金を交付

②補助金、事務費

③給付金：1,000人×30千円＝30,000千円、事務費：1,124千円（時間外手

当、需用費、役務費）

④新高校生、保護者

R8.4 R9.3

5

⑦医療・介護・保育施設、

学校施設、公衆浴場等に対

する物価高騰対策支援

私立保育所及び私立幼稚

園等物価高騰対策支援事

業

①エネルギー・食料品価格等物価高騰等の影響を受けている市内私立保育

所・幼稚園等が質を保ったサービス提供を継続できるよう支援

②補助金

③小規模保育事業：11園×100千円＝1,100千円

保育所4園、認定こども園4園、幼稚園4園：12園×200千円＝2,400千円

④市内私立保育園、認定こども園、幼稚園、小規模保育事業者

R8.6 R9.3

6

⑦医療・介護・保育施設、

学校施設、公衆浴場等に対

する物価高騰対策支援

障がい福祉サービス事業

所等物価高騰対策支援事

業

①エネルギー・食料品価格等物価高騰等の影響を受けている市内障がい福祉

サービス事業者等が質を保ったサービス提供を継続できるよう支援

②補助金

③１．訪問系・相談支援事業所

 14事業者×100千円＝1,400千円

２．通所・障がい児通所事業所

 69事業者×200千円＝13,800千円

３．入所系

 定員9人以下 11施設×200千円＝2,200千円

 定員10人以上49人以下 9施設×300千円＝2,700千円

 定員50人以上 2施設×500千円＝1,000千円

４．補装具事業者

 17事業者×100千円＝1,700千円

④対象事業者

R8.6 R9.3

7

⑦医療・介護・保育施設、

学校施設、公衆浴場等に対

する物価高騰対策支援

高齢者福祉施設等物価高

騰対策支援事業

①エネルギー・食料品価格等物価高騰等の影響を受けている市内高齢者福祉

施設等が質を保ったサービス提供を継続できるよう支援

②補助金

③１．居宅・訪問系事業所

  87施設×100千円＝8,700千円

２．通所事業所

  54施設×200千円＝10,800千円

３．入所系事業所

 定員9人以下 5施設×200千円＝1,000千円

 定員10人以上49人以下 24施設×300千円＝7,200千円

 定員50人以上 14施設×500千円＝7,000千円

④対象事業者

R8.6 R9.3



Ｎｏ 推奨事業メニュー 交付対象事業の名称

事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)

①目的・効果

②交付金を充当する経費内容

③積算根拠（対象数、単価等）

④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

事業始期 事業終期

8

⑦医療・介護・保育施設、

学校施設、公衆浴場等に対

する物価高騰対策支援

医療機関等物価高騰対策

支援事業

①エネルギー・食料品価格等物価高騰等の影響を受けている市内医療関係機

関等が質を保ったサービス提供を継続できるよう支援

②補助金

③１．診療所・病院

 病床なし 65件×100千円＝6500千円

 1床～49床以下 7件×200千円＝1,400千円

 50床以上99床以下 2件×300千円＝600千円

 100床以上 2件×500千円＝1,000千円

２．歯科医院

 53件×100千円＝5,300千円

３．薬局

 62件×100千円＝6,200千円

④対象事業者

R8.6 R9.3

9
⑨中小企業等に対するエネ

ルギー価格高騰対策支援

陶磁器・同関連製品製造

業向け工業用ＬＰガス等

高騰対策支援事業

①エネルギー・食料品価格等物価高騰の影響を受けている市内の陶磁器製造

事業者に対し、経営の安定化を図るため、工業用ＬＰガス及び電気等を使用

する経費の一部を支援

②補助金

③任意の2ヶ月×1/2（上限400千円）

400千円×39社＝15,600千円、300千円×7社＝2,100千円、200千円×22社＝

4,400千円、100千円×36社＝3,600千円、50千円×26社＝1,300千円

④対象事業者

R8.6 R9.3

10
⑩地域公共交通・物流や地

域観光業等に対する支援

地域公共交通機関運転士

確保・DX支援事業

①燃料価格等の高騰により影響を受けている地域公共交通事業者が安定的・

継続的な運行を維持できるよう、各事業者の実施する人材確保・離職防止や

省力化の取組を支援する。

②補助金

③１．交通ＤＸ化事業支援金

150千円☓バス48台＝7,200千円

２．運転士１人採用の雇用支援金

300千円☓10人＝3,000千円

３．雇用事業者へ採用に係る取組に対する事業支援金

300千円☓5事業者＝1,500千円

④対象事業者

R8.6 R9.3

11

⑪推奨事業メニュー例より

も更に効果があると判断す

る地方単独事業

下水道事業支援事業

①燃料価格等に高騰により影響がでている下水道事業会計へ費用を支援する

ことで、下水道事業の経営安定化を図る。

②補助金（下水道事業会計へ繰出）

③Ｒ7年度実績212,624千円-R3年度実績（高騰前）159,447千円＝53,177千円

④下水道事業会計

R8.6 R9.3

12

⑪推奨事業メニュー例より

も更に効果があると判断す

る地方単独事業

燃料費等高騰対策指定管

理者緊急支援事業

①エネルギー等高騰の影響を受けている指定管理者に対し燃料高騰分を支援

②補助金

③R7年度支給実績

ｻﾝﾎｰﾑ滝呂・ふれあいｾﾝﾀｰ姫664千円、かさはら福祉ｾﾝﾀｰ680千円、児童館等

331千円、勤労者ｾﾝﾀｰ114千円、産業文化ｾﾝﾀｰ2,291千円、美濃焼ﾐｭｰｼﾞｱﾑ359

千円、ﾓｻﾞｲｸﾀｲﾙﾐｭｰｼﾞｱﾑ538千円、文化工房73千円、駅北広場7千円、土岐川

観察館124千円、公民館等2,226千円、笠原中央公民館5,280千円、学習館

3,336千円、子ども情報ｾﾝﾀｰ238千円、文化会館1,249千円、体育館6千円、体

育施設616千円、火葬場868千円、 合計19,000千円

④指定管理者

R8.6 R9.3

13

⑪推奨事業メニュー例より

も更に効果があると判断す

る地方単独事業

小中学校エネルギー高騰

対策支援事業（R7補正

分）

①エネルギー・食料品価格等物価高騰により燃料費等が増加する中、児童生

徒の適切な学習環境を維持し、安定した学校運営を図るため燃料費等を支援

②需用費

③小学校 Ｒ8見込額121,470千円-R3実績74,662千円＝46,808千円、中学校

Ｒ8見込額79,831千円-R3実績36,610千円＝43,221千円

④児童、生徒、市立小・中学校

R8.4 R9.3



Ｎｏ 推奨事業メニュー 交付対象事業の名称

事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)

①目的・効果

②交付金を充当する経費内容

③積算根拠（対象数、単価等）

④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

事業始期 事業終期

14

⑪推奨事業メニュー例より

も更に効果があると判断す

る地方単独事業

幼稚園・保育園エネル

ギー高騰対策支援事業

（R7補正分）

①エネルギー・食料品価格等物価高騰により燃料費等が増加する中、園児の

適切な保育・学習環境を維持し、安定した運営を図るため燃料費等を支援

②需用費

③Ｒ7見込額-R3実績

保育園・幼稚園 Ｒ8見込額33,712千円-R3実績19,211千円＝14,501千円、

④園児、市立保育園・幼稚園

R8.4 R9.3

15
⑩地域公共交通・物流や地

域観光業等に対する支援

路線バス事業燃料高騰対

策支援事業

①エネルギー価格等物価高騰により負担が増加している路線バスを運行する

交通事業者への燃料費高騰分を支援

②補助金

③年間走行距離(km)×燃料高騰分（円/ℓ）÷平均燃費(km/ℓ)

600,000km×30.5円/ℓ (※) ÷2.5km/ℓ＝7,320千円

④対象事業者

R8.10 R9.3

16
⑩地域公共交通・物流や地

域観光業等に対する支援

自主運行バス事業燃料高

騰対策支援

①エネルギー価格等物価高騰により負担が増加しているききょうバス4ルー

ト（坂上、前山、宝町、オリベ観光）、諏訪線を運行する交通事業者への燃

料費高騰分を支援

②補助金

③年間走行距離(km)×燃料高騰分（円/ℓ）÷平均燃費(km/ℓ)

160,000km×30.5円/ℓ÷3.6km/ℓ≒1,356千円

④対象事業者

R8.10 R9.3

17
⑩地域公共交通・物流や地

域観光業等に対する支援

地域内交通事業燃料高騰

対策支援

①エネルギー価格等物価高騰により負担が増加している地域内交通（デマン

ド型バス）を運行する交通事業者への燃料費高騰分を支援

②補助金

③燃料使用量(ℓ/月)×燃料高騰分（円/ℓ）×12ヶ月

3,100ℓ×12ヶ月×30.5円/ℓ＝1,135千円

④対象事業者

R8.10 R9.3

18
⑧農林水産業における物価

高騰対策支援

農林業者燃料等価格高騰

対策支援

①エネルギー・食料品価格等物価高騰により負担が増加している認定農業

者、認定新規就農者、施設園芸農家及び畜産農家、農事組合法人、林業事業

者の負担軽減・経営安定を支援

②補助金

③光熱水費のうち、電気、ガス、重油、ガソリン等の燃料費等のR7年の実績

の20％を補助。1団体当たり100千円～1,000千円

④対象事業者

R8.10 R9.3

19
⑨中小企業等に対するエネ

ルギー価格高騰対策支援

建設業者燃料等価格高騰

対策支援

①エネルギー価格等物価高騰の影響を受けている市内の建設業関連の事業者

に対し、エネルギー価格高騰分を支援

②補助金

③事業者の規模（従業員数）に応じた支給額を補助。1団体当たり100千円～

1,000千円

④対象事業者

R8.10 R9.3

20

①食料品の物価高騰に対す

る支援

③物価高騰に伴う子育て世

帯支援

④消費下支え等を通じた生

活者支援

4/2～11/30出生児への子

育ち支援

①エネルギー・食料品価格等物価高騰に直面する生活者への支援のため、

4/2～11/30に出生した市民へ食料品購入にも使用可能な商品券を支給

②デジタルギフト支給及び事務費

③デジタルギフト6,000円×300人＝1,800千円

デジタルギフト手数料1,800千円×10％×1.1＝198千円

案内状の作成・発送委託350円×1.1×300通＝116千円

④未支援の市民

R8.10 R9.3

21

⑪推奨事業メニュー例より

も更に効果があると判断す

る地方単独事業

小中学校エネルギー高騰

対策支援事業

①エネルギー・食料品価格等物価高騰により燃料費等が増加する中、児童生

徒の適切な学習環境を維持し、安定した学校運営を図るため燃料費等を支援

②需用費

③Ｒ8見込額-R3実績

  小学校 Ｒ8見込額121,470千円-R3実績74,662千円＝46,808千円

  中学校 Ｒ8見込額79,831千円-R3実績36,610千円＝43,221千円

④地方公共団体

R8.10 R9.3
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22

⑪推奨事業メニュー例より

も更に効果があると判断す

る地方単独事業

幼稚園・保育園エネル

ギー高騰対策支援事業

①エネルギー・食料品価格等物価高騰により燃料費等が増加する中、園児の

適切な保育・学習環境を維持し、安定した運営を図るため燃料費等を支援

②需用費

③Ｒ8見込額-R3実績

  幼稚園・保育園 Ｒ8見込額33,712千円-R3実績19,211千円＝14,501千円

④地方公共団体

R8.10 R9.3


